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研究成果の概要（和文）：　本研究プロジェクトは、経済統計とくに政府統計における重要な課題に関してその
統計学的・制度的側面について研究した。また経済統計の最近の重要な分析手法も検討の対象とした。これらの
課題について多くの知見を得て、多数の論文公刊、学会報告を行った。
　具体的な研究トピックは、ミクロ統計については、標本調査のデザイン、データの匿名化に関わる問題など、
マクロ統計については、人口統計の予測とその評価の問題、GDP統計や消費統計の精度改善の方策などである。
諸統計間の整合性の問題も取り上げた。また分析手法については、パネルデータの分析ならびにファイナンスデ
ータのボラティリティー分析などについて知見を得た。

研究成果の概要（英文）：　In this research project, we have studied statistical and institutional 
aspects of various important issues of economic statistics and in particular official statistics. We
 have also studied some recent important statistical methods for economic statistics. We have 
obtained many new results on these issues, and have published many academic papers and given 
presentations at academic meetings.
  As for research topics concerned, for micro-statistics, we have studied design of survey 
questionnaires, effects of data anonymization and risks of disclosure of private information and so 
forth. For macro-statistics, we have studied population forecasts and their implications, methods 
for improvements in accuracy of GDP or consumption data and so forth. We also considered consistency
 among various official statistics. For analytical methods, we have obtained some new results on 
statistical methods for panel data models, and volatility analysis of financial data.

研究分野：時系列分析理論とその経済データへの応用、経済統計論

キーワード： 経済統計　政府統計　標本調査　データの匿名化　人口統計　季節調整　パネルデータ

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　上記のような研究成果は、第１義的には経済統計・政府統計に関する新しい方法の提案として価値がある。実
際にこれらのアイディアが統計作成において取り入れられることになれば、当該統計の精度向上に寄与する。さ
らにエビデンスに基づく政策(Evidence Based Policy Making)の観点から、それはより正確な政策判断を導くこ
とになる。したがって最終的には国民生活に好ましい影響をおよぼすと考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
ビッグデータの時代の到来でデータ・統計の重要性は一般に広く認識されることになったと
思われる。なかでも経済統計、とりわけ政府統計は、経済・社会の動向を理解し、政策を実施、
評価するためには不可欠な情報であることは周知のこととなっている。しかしながら、経済統
計・政府統計への信頼性は、近年必ずしも増しているとは言えない状況となっている。例えば、
政府統計の質の確保が困難になりつつあると思われる。 
それは急速な社会・経済情勢の変化に統計制度が追いついてないためであり、その原因の一
つは、先に述べた政府統計の重要性の認識とは裏腹に、財政難から政府統計関連の予算が長期
的に厳しい状況にあり、政府統計部局には残念ながら十分な人的・財政的資源が確保されてい
ないことにある。 
さらに政府統計を巡る論点が担当部局を超えて議論される場は少なく、それらの論点が広く
研究者間で共有されることが少ないことも一因と考えられる。  

 
２．研究の目的 
本プロジェクトの目的は、経済統計・政府統計における主要な課題の、技術的および制度的
問題を、統計学的な立場から理論的・学術的に検討すること、ならびに経済統計・政府統計の
応用の際の問題点を明らかにし、それらの解決案を模索・提言することである。さらに、研究
集会を開催してそれらの論点を広く一般の研究者と共に議論・検討する機会を提供することも
目的の一つである。 
具体的な研究テーマとして第１は、マクロ経済統計の側面では、GDP統計や消費統計などに
代表されるマクロ公表系列の質と信頼性の検討、将来人口の推計とその評価などの課題がある。
第２は、ミクロ経済統計に関して、統計調査をとりまく情報開示と秘密保持の両立という匿名
化問題、標本調査のデザインなどを挙げることができる。第３は、異なった統計間の乖離の問
題や、マクロ・ミクロ間の統計の整合性についての検討することである。さらに第４のテーマ
は、経済統計・政府統計の分析手法に関して、近年の重要なトピックについて新たな統計的方
法を検討することである。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究集会と外部報告者 
 本プロジェクトは、メンバー間の直接的意見交換のため、ならびに研究の論点をプロジェク
ト以外の多くの研究者と共有するため、毎年度研究集会を開いた。またその際、経済統計・政
府統計の作成者や利用者との積極的交流を促進するため、最終回を除いて毎回外部からの報告
者を迎えた。以下では、各回に迎えた外部報告者のトピックを示す。 
第１回(2015 年度)には、政府統計関係者から、人口統計と地方創生の関連について、２次統
計の利用状況について、また外部研究者からマクロデータとミクロデータの統合方法について、
最新の季節調整方法についての報告を頂いた。 
 第２回(2016 年度)には、政府統計作成者から SNA 統計におけるベンチマークならびに季節調
整に関する報告を頂いた。 
 第３回(2017 年度)には、データ作成に関して、サービス産業における価格と生産性の計測へ
のアプローチ、現行の住宅統計の評価と問題点、また利用者の立場から、政府統計の発表と認
識ラグの実際、資産の世代間移転の把握にまつわる検討、について報告を頂いた。 
 
(2) 研究分担者の構成と個別研究テーマ 
 本プロジェクトは経済統計ならびに政府統計のさまざまな課題に取り組むため、研究分担者
はそれぞれの専門において国際的な評価を得ている研究者から構成されている。分担者は、プ
ロジェクトの研究計画との関連において各自の専門分野の研究を進め、多くの研究成果を挙げ
た。分担者の主たる個別テーマは、以下の通りである。 
星野は、ミクロ統計の匿名化の方法ならびに個表開示に伴うリスクに関して、理論的ならび
に政府統計を具体的な応用例として取り上げる研究。 
 土屋は、標本調査における調査票のデザイン設計の研究。 
宇南山は、異なった政府統計間における家計貯蓄率の乖離の状況・原因の研究、ならびに世
帯別の貯蓄率の時系列的変化の状況ならびにその影響の研究。 
川崎茂は、各国の統計制度の比較研究、ならびにマクロ消費統計作成の構造に関する研究。 
金子は、政府統計に基づく将来人口構成の予測と、その質的評価・解釈の研究。 
久保川は、小地域統計における混合モデルの導入における理論と応用の研究。 
国友は、多くの時間単位の異なった時系列データについてのトレンドや季節要因などを整合
的に取り出す方法の研究。 
山本と千木良は、多変量時系列分析の手法を用いた生命票に基づく寿命予測の方法の研究、
ならびに非定常な経済データ間の回帰分析についての簡便な統計的方法の研究。 
早川は、パネルデータ・モデルのさまざまな推定方法と応用の研究。 
川崎能典と大森は、ファイナンス・データのボラティリティーの推定に関するさまざまな統
計的方法の研究。 
 



４．研究成果 
 本プロジェクトのメンバーは、以下の５で示されているように、多くの雑誌論文の公刊、学
会報告を行った。それら全ての成果を扱うことは難しいので、ここでは各年度の研究集会にお
ける報告を中心に、その主たるトピック毎に「報告タイトル」（報告年度）を抜粋して記載する。
（各年度の研究集会での全報告をまとめたものは、以下の５の「雑誌論文」の項で、「経済統計・
政府統計の理論と応用 2016～2019」として記載され、オープンアクセス可能である） 
 なお研究集会は、各年度とも多くの聴衆を集め、活発な討論も行われ、経済統計・政府統計
の課題を多くの研究者と共有する場を提供するという当初の目的の一つは達成された。 
(1) データの匿名化と開示リスクの問題 
 「匿名データの開示リスク評価例」(2015)では、匿名リスクを実際のデータから評価する方
法を提案し、その例を実際のデータを用いて紹介した。 
「匿名性を確保した所得等内訳情報の作成」(2017)では、「国民生活基本調査」(厚生労働省)
に用いられている現在の匿名化の方法についてその問題点、ならびに今後の課題を明らかにし
た。 
(2) 標本調査の実際と課題 
 「自記式調査における複数回答方式をめぐる諸問題」(2016)では、自主的な複数回答方式の
標本調査における回答が、強制式の回答より過少傾向になることが明らかにされ、その種々の
原因が検討された。  
「複数回答方式における過少回答傾向とその対策」(2018)では、上記の問題の一つの解決策
として、プレチェック法が提案され、この方法がかなり改善効果を持つことが実験的に示され
た。 
(3) 小地域統計の理論と応用 
 「混合効果モデルと小地域統計」(2017)では、小地域統計の推定にあたって混合効果モデル
を適用する際に生じるさまざまな問題、すなわち欠損データ、ベンチマーク問題、不均一分散
などについての対応法がまとめられ、モデルの一般化への方向性が検討された。 
(4) 将来人口と政府統計について 
 「人口減少・超高齢社会と人的資本― 政府統計における人口資質の視点 ―」(2018)では、
将来の人口の推移を予測すると共に、人口減少・超高齢社会への対応として、人口の量のみで
はなくその質（余命、教育水準等）を考慮に入れた新たな指標（政府統計）の必要性が提唱さ
れている。  
(5) 貯蓄・消費統計の構造と動向 
 「世帯類型別の貯蓄率の動向」(2016)では、高齢化に伴い世帯構造が変化する中で、マクロ
の貯蓄率が世帯構造の変化の影響をどのように受けているのかを、全国消費実態調査と家計消
費状況調査を用いて分析した。 
「高齢無業世帯の貯蓄と消費行動について」(2018)では、マクロ消費統計において急激に相
対的重要度が増しつつある高齢無業世帯について、貯蓄・消費行動の分析が試みられた。 
(6) 種々の統計間の関連と整合性について 
「景気指標としての個人消費関連統計の比較研究」(2016)では、マクロの個人消費統計につ
いて、その構成要素となる需要側統計における高齢化や世帯の縮小に伴う対応、供給側統計に
おける消費関連サービス等のより的確な把握などの課題が指摘された。 
「多次元トレンド・季節性・ノイズの SIML 分析と公的データへの応用」(2017)では、マクロ
経済データにおける、月次、四半期、年次などの異なる単位時間のデータについて、例えば季
節性などをいかに整合的に取り出すか等についての統合的モデルが提案され、公的データへの
応用例が示された。 
(7) 経済データの分析法について 
 経済データ分析手法についての重要な問題についていくつかの方法が提案された。 
「Double Filter Instrumental Variable Estimation of Panel Data Models with Weakly 
Exogenous Variables」(2016)では、パネルデータの分析における弱い外生性の説明変数の場合
の推定法が提案された。 
「Multivariate Stochastic Volatility Model with Realized Volatilities and Pairwise 
Realized Correlations」(2018)では、近年多くの関心を集めているファイナンシャル・データ
のボラティリティーのモデルについて、多変量の場合を realized volatility を用いてモデル
化した。 
(8) 統計全般に関して 
研究集会の報告ではないが、経済統計・政府統計の問題を含んだ現代日本における統計全般
について、その現状、活用状況、ならびに改善の課題について、各分野の専門家からなる図書
「統計と日本社会 － データサイエンス時代の展開」(2019)が編集された。 
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